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条 例 

 

地方税法等の一部を改正する法律の施行に伴う

関係条例の整理に関する条例を公布する。 

令和２年１２月１５日 

江東区長  山 﨑 孝 明 

◎江東区条例第５０号 

   地方税法等の一部を改正する法律の施行に

伴う関係条例の整理に関する条例 

（江東区清掃リサイクル条例の一部改正） 

第１条 江東区清掃リサイクル条例（平成１１年

１２月江東区条例第３４号）の一部を次のよう

に改正する。 

附則第６項中「特例基準割合（当該年の前年

に」を「延滞金特例基準割合（平均貸付割合

（」に、「の規定により告示された割合」を

「に規定する平均貸付割合をいう。）」に改め、

「（以下この項において「特例基準割合適用

年」という。）」を削り、「当該特例基準割合

適用年」を「その年」に、「特例基準割合に」

を「延滞金特例基準割合に」に改める。 

（江東区国民健康保険条例の一部改正） 

第２条 江東区国民健康保険条例（昭和３４年１

１月江東区条例第１７号）の一部を次のように

改正する。 

付則第２条中「特例基準割合（当該年の前年

に」を「延滞金特例基準割合（平均貸付割合

（」に、「の規定により告示された割合」を

「に規定する平均貸付割合をいう。）」に改め、

「（以下この条において「特例基準割合適用

年」という。）」を削り、「当該特例基準割合

適用年」を「その年」に、「特例基準割合に」

を「延滞金特例基準割合に」に改める。 

（江東区後期高齢者医療に関する条例の一部改

正） 

第３条 江東区後期高齢者医療に関する条例（平

成２０年３月江東区条例第１５号）の一部を次

のように改正する。 

附則第３条中「特例基準割合（当該年の前年

に」を「延滞金特例基準割合（平均貸付割合

（」に、「の規定により告示された割合」を

「に規定する平均貸付割合をいう。）」に改め、

「（以下この条において「特例基準割合適用

年」という。）」を削り、「当該特例基準割合

適用年」を「その年」に、「特例基準割合に」

を「延滞金特例基準割合に」に改める。 

（江東区介護保険条例の一部改正） 
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第４条 江東区介護保険条例（平成１２年３月江

東区条例第６２号）の一部を次のように改正す

る。 

附則第７条中「特例基準割合（当該年の前年

に」を「延滞金特例基準割合（平均貸付割合

（」に、「の規定により告示された割合」を

「に規定する平均貸付割合をいう。）」に改め、

「（以下この条において「特例基準割合適用

年」という。）」を削り、「当該特例基準割合

適用年」を「その年」に、「特例基準割合に」

を「延滞金特例基準割合に」に改める。 

  附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の江東区清掃リサ

イクル条例附則第６項の規定、第２条の規定に

よる改正後の江東区国民健康保険条例付則第２

条の規定、第３条の規定による改正後の江東区

後期高齢者医療に関する条例附則第３条の規定

及び第４条の規定による改正後の江東区介護保

険条例附則第７条の規定は、この条例の施行の

日以後の期間に対応する延滞金について適用し、

同日前の期間に対応する延滞金については、な

お従前の例による。 

                    

江東区児童館条例の一部を改正する条例を公布

する。 

令和２年１２月１５日 

江東区長  山 﨑 孝 明 

◎江東区条例第５１号 

江東区児童館条例の一部を改正する条例 

江東区児童館条例（昭和４４年３月江東区条例

第１３号）の一部を次のように改正する。 

別表第１中 

「 江東区森下児童館 

江東区古石場児童館 

江東区塩浜児童館 

江東区豊洲児童館 

江東区辰巳児童館 

江東区東陽児童館 

江東区亀戸第三児童館 

江東区大島児童館 

江東区大島第二児童館 

江東区小名木川児童館 

江東区東砂児童館 

江東区東砂第二児童館 

江東区南砂児童館 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

」 

を 

「 江東区森下児童館 

江東区古石場児童館 

江東区塩浜児童館 

江東区豊洲児童館 

江東区辰巳児童館 

江東区東陽児童館 

江東区亀戸第三児童館 

江東区大島児童館 

江東区大島第二児童館 

江東区東砂児童館 

江東区東砂第二児童館 

江東区南砂児童館 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

」 

に改める。 

別表第２中 

「 江東区平野児童館 

江東区東雲児童館 

江東区千田児童館 

江東区亀戸児童館 

江東区亀戸第二児童館 

 

 

 

 

」 

を 

「 江東区平野児童館 

江東区東雲児童館 

江東区千田児童館 

江東区亀戸児童館 

江東区亀戸第二児童館 

江東区小名木川児童館 

 

 

 

 

 

」 

に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

                    

江東区特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業の運営に関する基準を定める条例の一部を改

正する条例を公布する。 

令和２年１２月１５日 

江東区長  山 﨑 孝 明 

◎江東区条例第５２号 

江東区特定教育・保育施設及び特定地域型

保育事業の運営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例 

江東区特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業の運営に関する基準を定める条例（平成２６

年１０月江東区条例第２５号）の一部を次のよう

に改正する。 

第２条第２３号中「第４３条第３項」を「第４

３条第２項」に改める。 

第４２条第４項中「特定地域型保育事業者によ

る第１項第３号に掲げる事項に係る連携施設の確



（第 875 号）             江 東 区 公 報    令和 3 年 1 月 15 日（金曜日） 

 

 

 

4 

保が著しく困難であると認める」を「次の各号の

いずれかに該当する」に、「同号」を「第１項第

３号」に改め、同項に次の各号を加える。 

(1) 区長が、児童福祉法第２４条第３項の規定

による調整を行うに当たって、特定地域型保

育事業者による特定地域型保育の提供を受け

ていた満３歳未満保育認定子どもを優先的に

取り扱う措置その他の特定地域型保育事業者

による特定地域型保育の提供の終了に際して、

当該満３歳未満保育認定子どもに係る教育・

保育給付認定保護者の希望に基づき、引き続

き必要な教育・保育が提供されるよう必要な

措置を講じているとき。 

(2) 特定地域型保育事業者による第１項第３号

に掲げる事項に係る連携施設の確保が著しく

困難であると認めるとき（前号に該当する場

合を除く。）。 

第４２条第５項中「前項」の次に「（第２号に

係る部分に限る。）」を加える。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

                    

江東区家庭的保育事業等の設備及び運営に関す

る基準を定める条例の一部を改正する条例を公布

する。 

令和２年１２月１５日 

江東区長  山 﨑 孝 明 

◎江東区条例第５３号 

江東区家庭的保育事業等の設備及び運営に

関する基準を定める条例の一部を改正する

条例 

江東区家庭的保育事業等の設備及び運営に関す

る基準を定める条例（平成２６年１０月江東区条

例第２６号）の一部を次のように改正する。 

 第６条第２号中「をいう。」の次に「以下この

条において同じ。」を加え、同条に次の４項を加

える。 

２ 区長は、家庭的保育事業者等による代替保育

の提供に係る連携施設の確保が著しく困難であ

ると認める場合であって、次の各号に掲げる要

件の全てを満たすと認めるときは、前項第２号

の規定を適用しないこととすることができる。 

(1) 家庭的保育事業者等と次項の連携協力を行

う者との間でそれぞれの役割の分担及び責任

の所在が明確化されていること。 

(2) 次項の連携協力を行う者の本来の業務の遂

行に支障が生じないようにするための措置が

講じられていること。 

３ 前項の場合において、家庭的保育事業者等は、

次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ

当該各号に定める者を第１項第２号に掲げる事

項に係る連携協力を行う者として適切に確保し

なければならない。 

(1) 当該家庭的保育事業者等が家庭的保育事業

等を行う場所又は事業所（次号において「事

業実施場所」という。）以外の場所又は事業

所において代替保育が提供される場合 第２

７条に規定する小規模保育事業Ａ型若しくは

小規模保育事業Ｂ型又は事業所内保育事業を

行う者（次号において「小規模保育事業Ａ型

事業者等」という。） 

(2) 事業実施場所において代替保育が提供され

る場合 事業の規模等を勘案して小規模保育

事業Ａ型事業者等と同等の能力を有すると区

長が認める者 

４ 区長は、次のいずれかに該当するときは、第

１項第３号の規定を適用しないこととすること

ができる。 

(1) 区長が、法第２４条第３項の規定による調

整を行うに当たって、家庭的保育事業者等に

よる保育の提供を受けていた利用乳幼児を優

先的に取り扱う措置その他の家庭的保育事業

者等による保育の提供の終了に際して、利用

乳幼児に係る保護者の希望に基づき、引き続

き必要な教育又は保育が提供されるよう必要

な措置を講じているとき。 

(2) 家庭的保育事業者等による第１項第３号に

掲げる事項に係る連携施設の確保が、著しく

困難であると認めるとき（前号に該当する場

合を除く。）。 

５ 前項（第２号に該当する場合に限る。）の場

合において、家庭的保育事業者等は、法第５９

条第１項に規定する施設のうち、次に掲げるも

の（入所定員が２０人以上のものに限る。）で

あって、区長が適当と認めるものを第１項第３

号に掲げる事項に係る連携協力を行う者として

適切に確保しなければならない。 

(1) 子ども・子育て支援法第５９条の２第１項

の規定による助成を受けている者の設置する

施設（法第６条の３第１２項に規定する業務

を目的とするものに限る。） 

(2) 法第６条の３第１２項及び第３９条第１項

に規定する業務を目的とする施設であって、

法第６条の３第９項第１号に規定する保育を

必要とする乳児・幼児の保育を行うことに要

する費用に係る地方公共団体の補助を受けて
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いるもの 

 第１６条第１項中「次に掲げる」を「次の各号

に掲げる」に改める。 

 第２３条第２項第２号中「第３４条の２０第１

項第４号」を「第３４条の２０第１項第３号」に

改める。 

第３７条第４号中「場合」の次に「又は保護者

の疾病、疲労その他の身体上、精神上若しくは環

境上の理由により家庭において乳幼児を養育する

ことが困難な場合」を加える。 

 第４５条中「第６条第１号」を「第６条第１項

第１号」に改め、同条に次の１項を加える。 

２ 保育所型事業所内保育事業を行う者のうち、

法第６条の３第１２項第２号に規定する事業を

行うものであって、区長が適当と認めるもの

（附則第３条において「特例保育所型事業所内

保育事業者」という。)については、第６条第

１項本文の規定にかかわらず、連携施設の確保

をしないことができる。 

附則第３条中「家庭的保育事業者等」の次に

「（特例保育所型事業所内保育事業者を除

く。）」を加え、「５年」を「１０年」に改める。 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

                    

江東区自転車の放置防止及び自転車駐車場の整

備に関する条例の一部を改正する条例を公布する。 

令和２年１２月１５日 

江東区長  山 﨑 孝 明 

◎江東区条例第５４号 

江東区自転車の放置防止及び自転車駐車場

の整備に関する条例の一部を改正する条例 

江東区自転車の放置防止及び自転車駐車場の整

備に関する条例（昭和６０年１０月江東区条例第

２８号）の一部を次のように改正する。 

目次中「第２８条」を「第２８条の３」に改め

る。 

第１条中「自転車の」を「自転車及び自動二輪

車の」に、「よつて」を「よって」に、「もつ

て」を「もって」に改める。 

第２条中第５号を第６号とし、同条第４号中

「自転車の」を「自転車及び自動二輪車の」に改

め、「当該自転車」の次に「及び自動二輪車」を

加え、同号を同条第５号とし、同条第３号中「限

つて」を「限って」に改め、「設置される自転

車」の次に「及び自動二輪車」を加え、同号を同

条第４号とし、同条第２号の次に次の１号を加え

る。 

(3) 自動二輪車 道路交通法第３条に規定する

大型自動二輪車（側車付きのものを除く。）

及び普通自動二輪車（側車付きのものを除

く。）をいう。 

第３条及び第４条中「自転車の」を「自転車及

び自動二輪車の」に改める。 

第５条の見出し及び同条第１項中「自転車」の

次に「及び自動二輪車」を加え、同条第２項中

「自転車の利用者等は」を「自転車（原動機付自

転車を除く。以下第９条において同じ。）の利用

者等は」に改める。 

第６条（見出しを含む。）中「自転車」の次に

「及び自動二輪車」を加える。 

第７条中「自転車の」を「自転車及び自動二輪

車の」に改める。 

第９条中「当たつて」を「当たって」に改める。 

第１４条第１項中「なつて」を「なって」に改

める。 

第２２条を削り、第２１条第２号及び第３号中

「自転車」の次に「及び自動二輪車」を加え、同

条を第２２条とする。 

第２０条を第２１条とする。 

第１９条を削り、第１８条中「区長」を「指定

管理者」に改め、同条を第２０条とする。 

第１７条を第１８条とし、同条の次に次の１条

を加える。 

（指定管理者による管理） 

第１９条 区立自転車駐車場の管理は、地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２

第３項の規定により、法人その他の団体であっ

て、区長が指定するもの（以下「指定管理者」

という。）に行わせる。 

２ 前項の規定により指定管理者に行わせる業務

は、次のとおりとする。 

(1) 自転車及び自動二輪車の受入れに関するこ

と。 

(2) 区立自転車駐車場の利用に関すること。 

(3) 区立自転車駐車場の施設、設備及び物品の

保全（簡易な修繕及び整備を含む。）に関す

ること。 

(4) 区立自転車駐車場内の清掃その他環境整備

に関すること。 

(5) 前各号に規定する事務のほか、区長が特に

必要があると認めること。 

第１６条第１項中「自転車の」を「自転車及び

自動二輪車の」に改め、同条の次に次の１条を加

える。 

（利用することができる自転車及び自動二輪車の
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種別） 

第１７条 区立自転車駐車場を利用することがで

きる自転車及び自動二輪車の種別については、

区立自転車駐車場ごとに規則で定める。 

第２３条の見出し中「不適正利用自転車」の次

に「及び自動二輪車」を加え、同条第１項各号列

記以外の部分中「該当する自転車」の次に「又は

自動二輪車」を加え、同項第１号及び第２号中

「自転車」の次に「又は自動二輪車」を加え、同

項第３号中「自転車」の次に「若しくは自動二輪

車」を加え、「はって」を「貼って」に改め、同

条第２項中「第１５条第１項及び第２項並びに」

を「第１５条及び」に改め、同項に後段として次

のように加える。 

 この場合において、第１５条及び第１５条の

２中「自転車」とあるのは「自転車又は自動二

輪車」と読み替えるものとする。 

第２３条第３項を削る。 

第２６条第１項中「規則で定める」を「設けな

いものとする」に改め、同項に次のただし書を加

える。 

ただし、指定管理者は、区立自転車駐車場の

管理上必要と認めるときは、臨時に休場日を設

けることができる。 

第２６条第２項を削る。 

第２７条を削る。 

第２８条第２項中「時間利用にあっては利用開

始から２４時間以内３００円を、１日利用にあっ

ては日額１５０円（原動機付自転車にあっては３

００円）を、定期利用にあっては月額２，０００

円（原動機付自転車にあっては４，０００円）」

を「別表第３に定める額」に改め、同条を第２７

条とし、同条の次に次の３条を加える。 

（利用料金の減免） 

第２８条 指定管理者は、規則で定める場合は、

利用料金を減額し、又は免除することができる。 

（利用料金の還付） 

第２８条の２ 既に支払われた利用料金は、還付

しない。ただし、規則で定める場合又は指定管

理者が特別の理由があると認める場合は、その

全部又は一部を還付することができる。 

（利用の取消し等） 

第２８条の３ 指定管理者は、区立自転車駐車場

を利用する者が次の各号のいずれかに該当する

と認めるときは、利用の承認を取り消し、又は

利用を制限し、若しくは停止することができる。 

(1) 偽りその他不正な手段により利用の承認を

受けたとき。 

(2) この条例又はこの条例に基づく規則に違反

したとき。 

(3) 利用の条件に違反し、又は指定管理者の指

示に従わないとき。 

２ 指定管理者は、前項の規定により利用の承認

を取り消し、又はその利用を制限し、若しくは

停止した場合は、速やかに区長に報告しなけれ

ばならない。 

３ 区長は、第１項の規定によるもののほか、必

要と認めるときは、利用の承認を取り消し、又

はその利用を制限し、若しくは停止することが

できる。 

第３７条第２項中「あつた」を「あった」に改

める。 

第４２条第１項中「従わなかつた」を「従わな

かった」に改める。 

別表第１中「第１５条の２」の次に「、第２３

条」を、「自転車」及び「原動機付自転車」の次

に「及び自動二輪車」を加える。 

�����次に次の１表を加える。 

別表第３（第２７条関係） 

利用区分 金額 

時

間

利

用 

自転車 利用開始から２４

時間以内３００円 

自動二輪車 利用開始から２４

時間以内４００円 

１

日

利

用 

自転車（原動機付

自転車を除く。） 

日額１５０円 

原動機付自転車 日額３００円 

自動二輪車 日額４００円 

定

期

利

用 

自転車（原動機付

自転車を除く。） 

日額２，０００円 

原動機付自転車 日額４，０００円 

自動二輪車 日額６，０００円 

附 則 

この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

                    

江東区指定居宅介護支援等の事業の人員及び運

営の基準に関する条例の一部を改正する条例を公

布する。 

令和２年１２月１５日 

江東区長  山 﨑 孝 明 

◎江東区条例第５５号 

江東区指定居宅介護支援等の事業の人員及

び運営の基準に関する条例の一部を改正す

る条例 

江東区指定居宅介護支援等の事業の人員及び運

営の基準に関する条例（平成３０年３月江東区条
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例第２１号）の一部を次のように改正する。 

第６条第２項中「主任介護支援専門員」の次に

「（以下この項において「主任介護支援専門員」

という。）」を加え、同項に次のただし書を加え

る。 

ただし、主任介護支援専門員の確保が著しく

困難である等やむを得ない理由がある場合につ

いては、介護支援専門員（主任介護支援専門員

を除く。）を前項に規定する管理者とすること

ができる。 

附則第２項中「平成３３年３月３１日」を「令

和９年３月３１日」に改め、附則に次の１項を加

える。 

３ 令和３年４月１日以後における前項の規定の

適用については、前項中「、第６条」とあるの

は「令和３年３月３１日までに介護保険法第４

６条第１項の指定を受けている事業所（同日に

おいて当該事業所における第６条第１項に規定

する管理者（以下この項において「管理者」と

いう。）が、介護保険法施行規則第１４０条の

６６第１号イ(3)に規定する主任介護支援専門

員でないものに限る。）については、第６条」

と、「介護支援専門員（介護保険法施行規則第

１４０条の６６第１号イ(3)に規定する主任介

護支援専門員を除く。）を第６条第１項に規定

する」とあるのは「引き続き、令和３年３月３

１日における管理者である介護支援専門員を」

とする。 

附 則 

この条例は、令和３年４月１日から施行する。

ただし、附則第２項の改正規定及び附則に１項を

加える改正規定は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

規 則 

 

江東区国民健康保険条例の一部を改正する条例

附則第２項に規定する規則で定める日を定める規

則の一部を改正する規則を公布する。 

令和２年１２月１５日 

江東区長  山 﨑 孝 明 

◎江東区規則第６９号 

江東区国民健康保険条例の一部を改正する

条例附則第２項に規定する規則で定める日

を定める規則の一部を改正する規則 

 江東区国民健康保険条例の一部を改正する条例

附則第２項に規定する規則で定める日を定める規

則（令和２年９月江東区規則第６８号）の一部を

次のように改正する。 

 本則中「令和２年１２月３１日」を「令和３年

３月３１日」に改める。 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

                    

江東区保育所等における保育に関する規則の一

部を改正する規則を公布する。 

令和２年１２月２８日 

江東区長  山 﨑 孝 明 

◎江東区規則第７０号 

江東区保育所等における保育に関する規則

の一部を改正する規則 

江東区保育所等における保育に関する規則（平

成１０年３月江東区規則第２１号）の一部を次の

ように改正する。 

別記第２号様式を次のように改める。 
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別記第２号様式（第５条関係） 
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   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前

の江東区保育所等における保育に関する規則の

別記様式による用紙で、現に残存するものは、

所要の修正を加え、なお使用することができる。 

                    

江東区児童育成手当条例施行規則の一部を改正

する規則を公布する。 

令和２年１２月２８日 

江東区長  山 﨑 孝 明 

◎江東区規則第７１号 

江東区児童育成手当条例施行規則の一部を

改正する規則 

 江東区児童育成手当条例施行規則（昭和４６年

１０月江東区規則第４０号）の一部を次のように

改正する。 

 第２条の４第１項中「総所得金額」の次に

「（所得税法第２８条第１項に規定する給与所得

又は同法第３５条第３項に規定する公的年金等に

係る所得を有する場合には、同法第２８条第２項

の規定により計算した金額及び同法第３５条第２

項第１号の規定により計算した金額の合計額から

１０万円を控除して得た金額（当該金額が零を下

回る場合には、零とする。）と同項第２号の規定

により計算した金額とを合算した額を当該給与所

得の金額及び同条第１項に規定する雑所得の金額

の合計額として計算するものとする。）」を加え、

「山林所得金額、同法」を「山林所得金額、地方

税法」に改め、同条第２項第３号を次のように改

める。 

(3) 地方税法第３１４条の２第１項第８号に規

定する控除を受けた者 ２７万円 

第２条の４第２項第４号中「その控除の対象と

なった勤労学生１人につき」を削り、同号を同項

第５号とし、同項第３号の次に次の１号を加える。 

(4) 地方税法第３１４条の２第１項第８号の２

に規定する控除を受けた者 ３５万円 

第４条第１０号を削る。 

第１１条第１項第５号中「第４条第８号から第

１０号までのいずれか」を「第４条第８号又は第

９号」に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の江東区児童育成手当

条例施行規則第２条の４の規定は、令和３年６

月以後の月分の児童育成手当の支給について適

用し、同年５月以前の月分の児童育成手当の支

給については、なお従前の例による。 

                    

江東区ひとり親家庭等の医療費の助成に関する

条例施行規則の一部を改正する規則を公布する。 

令和２年１２月２８日 

江東区長  山 﨑 孝 明 

◎江東区規則第７２号 

江東区ひとり親家庭等の医療費の助成に関

する条例施行規則の一部を改正する規則 

 江東区ひとり親家庭等の医療費の助成に関する

条例施行規則（平成元年１２月江東区規則第１０

７号）の一部を次のように改正する。 

 第１２条第１項中「除く」を「除き、所得税法

（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項に規

定する給与所得又は同法第３５条第３項に規定す

る公的年金等に係る所得を有する場合には、同法

第２８条第２項の規定により計算した金額及び同

法第３５条第２項第１号の規定により計算した金

額の合計額から１０万円を控除して得た金額（当

該金額が零を下回る場合には、零とする。）と同

項第２号の規定により計算した金額とを合算した

額を当該給与所得の金額及び同条第１項に規定す

る雑所得の金額の合計額として計算するものとす

る」に、「山林所得金額、同法」を「山林所得金

額、地方税法」に改め、同条第２項第３号を次の

ように改める。 

(3) 当該年度分の道府県民税につき、地方税法

第３４条第１項第８号に規定する控除を受け

た者（父又は母を除く。）については、２７

万円 

第１２条第２項中第５号を第６号とし、第４号

を第５号とし、第３号の次に次の１号を加える。 

(4) 当該年度分の道府県民税につき、地方税法

第３４条第１項第８号の２に規定する控除を

受けた者（父又は母を除く。）については、

３５万円 

第１３条中「所得税法（昭和４０年法律第３３

号）」を「所得税法」に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の江東区ひとり親家庭

等の医療費の助成に関する条例施行規則第１２



令和 3 年 1 月 15 日（金曜日）     江 東 区 公 報            （第 875 号） 

 

 

 

13 

条の規定は、令和４年１月１日以後の療養に係

る医療費の助成について適用し、令和３年１２

月３１日以前の療養に係る医療費の助成につい

ては、なお従前の例による。 

                    

江東区中国残留邦人等に係る支援給付及び配偶

者支援金事務取扱細則の一部を改正する規則を公

布する。 

令和２年１２月２８日 

江東区長  山 﨑 孝 明 

◎江東区規則第７３号 

江東区中国残留邦人等に係る支援給付及び

配偶者支援金事務取扱細則の一部を改正す

る規則 

江東区中国残留邦人等に係る支援給付及び配偶

者支援金事務取扱細則（平成２０年３月江東区規

則第２５号）の一部を次のように改正する。 

第１３条中「法第７８条の２第１項の規定によ

る支援給付費から法第７８条の規定」を「保護法

第７８条の２第１項又は第２項の規定により支援

給付費から保護法第７７条の２第１項」に、「徴

収金充当申出書」を「徴収金充当申出書（生活保

護法第７７条の２第１項の規定に基づく徴収金の

場合）」に改め、同条に次の１項を加える。 

２ 保護法第７８条の２第１項又は第２項の規定

により支援給付費から保護法第７８条第１項に

基づく徴収金の支払に充てる旨の申出は、徴収

金充当申出書（生活保護法第７８条第１項の規

定に基づく徴収金の場合）（別記第３９号様

式）による。 

 別記第３８号様式を次のように改める。 
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別記第３８号様式（第１３条関係） 

 別記第３８号様式の次に次の１様式を加える。 
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別記第３９号様式（第１３条関係） 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前

の江東区中国残留邦人等に係る支援給付及び配

偶者支援金事務取扱細則の別記様式による用紙

で、現に残存するものは、所要の修正を加え、

なお使用することができる。 

                    

江東区特別区税条例施行規則の一部を改正する

規則を公布する。 

令和２年１２月２８日 

江東区長  山 﨑 孝 明 

◎江東区規則第７４号 

江東区特別区税条例施行規則の一部を改正
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する規則 

江東区特別区税条例施行規則（昭和４０年３月

江東区規則第１４号）の一部を次のように改正す

る。 

 第２条の２中「行政手続等における情報通信の

技術の利用に関する法律」を「情報通信技術を活

用した行政の推進等に関する法律」に、「第３条

第１項」を「第６条第１項」に改める。 

 第５条の表中 

「 (6) 配偶者控除・扶養控除

申請書（令第４６条の３

第１項及び第４６条の３

の２第１項の申請書） 

第６号の

４様式 

 

 

 

」 

を 

「 (6) 配偶者控除・扶養控除

申請書（令第４６条の３

第１項及び第４６条の４

第１項の申請書） 

別記第６

号の４様

式 

 

 

 

」 

に、 

「 (8) 給与支払報告に係る給

与所得者異動届出書（法

第３１７条の６第２項の

規定によって提出すべき

届出書） 

第６号の

６様式 

 

 (9) 特別徴収に係る給与所

得者異動届出書（法第３

２１条の５第３項の規定

によって提出すべき届出

書） 

 

 (10) 給与所得に係る特別徴

収の継続申請書（条例第

３２条第３項の規定によ

り提出する申請書） 

第６号の

８様式 

 

 

 

」 

を 

「 (8) 給与支払報告に係る給与所

得者異動届出書（法第３１７

条の６第２項の規定によって

提出すべき届出書） 

別記

第６

号の

６様

式 

 

 (9) 特別徴収に係る給与所得者

異動届出書（法第３２１条の

５第３項の規定によって提出

すべき届出書） 

 

 (10) 給与所得に係る特別徴収の

継続申請書（条例第３２条第

４項の規定により提出する申

請書） 

 

 

 

」 

に改める。 

 第１６条（見出しを含む。）中「かかる」を

「係る」に改め、 

「 (1) 督促状 第２７号

様式 

 

 

 (2) 督促状（法第３２８条

の５第１項に規定する特

別徴収義務者に対する督

促状） 

第２７号

の２様式 

 

 

 

」 

を 

「 (1) 督促状（法第３２９

条第１項に規定する納

税者に対する督促状） 

別記第２

７号様式 

 

 

 (2) 督促状（法第３２９

条第１項に規定する特

別徴収義務者に対する

督促状） 

別記第２

７号の２

様式 

 

 

 

」 

に改め、同条の表中(9)の項を(11)の項とし、(3)

の項から(8)の項までを２項ずつ繰り下げ、(2)の

項の次に次のように加える。 

(3) 督促状（法第４８５条

に規定する納税者に対す

る督促状） 

別記第２７

号の３様式 

(4) 督促状（法第７０１条

の１６に規定する納税義

務者に対する督促状） 

別記第２７

号の４様式 

 第２５条第３項中「第１６条の３第７項または

第８項」を「第１６条の３第８項又は第９項」に

改める。 

 第３６条の見出しを「（犯則事件の手続）」に

改め、同条中「国税犯則取締法（明治３３年法律

第６７号）に基づく手続の例」を「法第１章第１

６節に定めるところ」に改める。 

 別記第６号様式（甲）を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記第６号様式（甲）（第５条関係） 
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別記第６号の５様式を次のように改める。 
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別記第６号の５様式（第５条関係） 
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 第６号の８様式を削る。 

別記第１６号の２様式から別記第１７号様式ま

でを次のように改める。 



令和 3 年 1 月 15 日（金曜日）     江 東 区 公 報            （第 875 号） 

 

 

 

21 

別記第１６号の２様式（第１４条関係） 

（表） 
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（裏） 
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別記第１６号の３様式（第１４条関係） 
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令和 3 年 1 月 15 日（金曜日）     江 東 区 公 報            （第 875 号） 

 

 

 

25 

別記第１７号様式（第１４条関係） 

（表） 
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（裏） 

 
 別記第２４号様式を次のように改める。
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別記第２４号様式（第１４条関係） 
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 別記第２６号の６様式を次のように改める。 
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別記第２６号の６様式（第１５条の３関係） 

 
 

 別記第２６号の１２様式を次のように改める。
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別記第２６号の１２様式（第１５条の４関係） 
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 別記第２７号様式の２の次に次の２様式を加える。 
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別記第２７号の３様式（第１６条関係） 
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別記第２７号の４様式（第１６条関係） 
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   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前

の江東区特別区税条例施行規則の別記様式によ

る用紙で、現に残存するものは、所要の修正を

加え、なお使用することができる。 

                    

江東区職員の給与に関する条例施行規則の一部

を改正する規則を公布する。 

令和２年１２月２８日 

江東区長  山 﨑 孝 明 

◎江東区規則第７５号 

江東区職員の給与に関する条例施行規則の

一部を改正する規則 

 江東区職員の給与に関する条例施行規則（昭和

３７年１２月江東区規則第１１号）の一部を次の

ように改正する。 

別記第１号様式を次のように改める。 
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別記第１号様式（第４条関係） 

 

  附 則 

 この規則は、公布の日から施行し、令和２年１２月１日から適用する。
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規 則 （ 教 ） 

 

江東区立幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休

暇等に関する条例施行規則の一部を改正する規則

を公布する。 

  令和２年１２月２５日 

江東区教育委員会 

 教育長  本 多 健一郎 

教育委員  進 藤 孝   

◎江東区教育委員会規則第１８号 

江東区立幼稚園教育職員の勤務時間、休日、

休暇等に関する条例施行規則の一部を改正

する規則 

 江東区立幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休

暇等に関する条例施行規則（平成１２年３月江東

区教育委員会規則第７号）の一部を次のように改

正する。 

 第４条中「別記第１号様式により」を「江東区

勤怠管理システム（職員の勤務状況等の管理に関

する事務の処理を電子計算組織によって処理する

情報処理システムをいう。以下「システム」とい

う。）に必要事項を記録することにより」に改め、

同条ただし書を次のように改める。 

ただし、システムにより難い場合は、別記第

１号様式又は教育委員会が別に定める様式によ

り行うことができる。 

第５条第５項中「割振り」を「割り振り」に、

「週休日の振替命令簿（別記第２号様式）によ

り」を「システムに必要事項を記録することによ

り」に改め、同項に次のただし書を加える。 

ただし、システムにより難い場合は、別記第

２号様式により行うものとする。 

 第７条第１項中「別記第３号様式により」を

「システムに必要事項を記録することにより」に

改め、同項に次のただし書を加える。 

  ただし、システムにより難い場合は、別記第

３号様式又は教育委員会が別に定める様式によ

り、あらかじめ勤務することを命ずることがで

きる。 

 第１０条第２項中「振替え」を「休日の振替」

に、「別記第６号様式により」を「システムに必

要事項を記録することにより」に改め、同項に次

のただし書を加える。 

  ただし、システムにより難い場合は、別記第

６号様式により行うものとする。 

第１１条第２項中「別記第６号様式により」を

「システムに必要事項を記録することにより」に

改め、同項に次のただし書を加える。 

  ただし、システムにより難い場合は、別記第

６号様式により行うものとする。 

 第３０条第１５項中「別記第９号様式により」

を「システムに必要事項を記録することにより」

に改め、同項に次のただし書を加える。 

  ただし、システムにより難い場合は、別記第

９号様式により行うものとする。 

 第３０条の２第５項中「別記第１１号様式によ

り」を「システムに必要事項を記録することによ

り」に改め、同項に次のただし書を加える。 

  ただし、システムにより難い場合は、別記第

１１号様式により行うものとする。 

 第３２条第１項を次のように改める。 

  第１２条及び第１６条から第２９条の３まで

に規定する休暇の申請は、システムに必要事項

を記録することにより行うものとする。ただし、

システムにより難い場合の様式は、教育委員会

が別に定める。 

   附 則 

この規則は、令和３年１月１日から施行する。 

                    

江東区立幼稚園教育職員の給与に関する条例施

行規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和２年１２月２５日 

江東区教育委員会 

 教育長  本 多 健一郎 

教育委員  進 藤 孝   

◎江東区教育委員会規則第１９号 

江東区立幼稚園教育職員の給与に関する条

例施行規則の一部を改正する規則 

 江東区立幼稚園教育職員の給与に関する条例施

行規則（平成１２年３月江東区教育委員会規則第

８号）の一部を次のように改正する。 

 第８条第１項中「新たに扶養手当の支給を受け

ようとする場合には、扶養親族届（別記第２号様

式）により、扶養手当の支給を受けている職員に

同項各号のいずれかに該当する事実が生じた場合

には、扶養親族異動届（別記第３号様式）により、

それぞれ」を「扶養親族届（別記第２号様式）に

より」に改める。 

第９条第１項中「給与減額免除申請書（別記第

４号様式）に基づき」を「江東区勤怠管理システ

ム（職員の勤務状況等の管理に関する事務の処理

を電子計算組織によって処理する情報処理システ

ムをいう。以下同じ。）により」に改め、同項に

次のただし書を加える。 

ただし、江東区勤怠管理システムにより難い
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場合は、給与減額免除申請書（別記第３号様

式）に基づき行わなければならない。 

 第１２条中「別記第５号様式」を「別記第４号

様式」に改める。 

 別記第２号様式を次のように改める。 
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別記第２号様式（第８条関係） 

 別記第３号様式を削り、別記第４号様式を別記

第３号様式とし、別記第５号様式を別記第４号様

式とする。 

   附 則 

 この規則は、令和３年１月１日から施行する。 

                    

江東区立学校の管理運営に関する規則の一部を

改正する規則を公布する。 
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  令和２年１２月２５日 

江東区教育委員会 

 教育長  本 多 健一郎 

教育委員  進 藤 孝   

◎江東区教育委員会規則第２０号 

江東区立学校の管理運営に関する規則の一

部を改正する規則 

 江東区立学校の管理運営に関する規則（昭和５

３年９月江東区教育委員会規則第２号）の一部を

次のように改正する。 

 第３条第３項を次のように改める。 

３ 第１項の規定にかかわらず、次の各号に掲げ

る年度に限り、施行令第２９条の規定に基づく

学期は、当該各号に定めるとおりとする。 

(1) 令和２年度 次に掲げる区分に応じ、それ

ぞれに定める期間 

ア 前期 ４月１日から１０月１１日まで 

イ 後期 １０月１２日から３月３１日まで 

(2) 令和３年度 次に掲げる区分に応じ、それ

ぞれに定める期間 

ア 前期 ４月１日から１０月１０日まで 

イ 後期 １０月１１日から３月３１日まで 

附 則 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

訓 令 （ 教 ） 

 

◎江東区教育委員会訓令甲第５号 

教育委員会事務局 

区 立 幼 稚 園 

 江東区立幼稚園教育職員の旅費支給規程（平成

１２年３月江東区教育委員会訓令甲第４号）の一

部を次のように改正する。 

  令和２年１２月２５日 

江東区教育委員会 

 第５条を次のように改める。 

（旅行命令簿等の記載事項及び様式） 

第５条 条例第４条第５項に規定する旅行命令は、

江東区勤怠管理システム（職員の勤務状況等の

管理に関する事務の処理を電子計算組織によっ

て処理する情報処理システムをいう。以下「シ

ステム」という。）に次に掲げる事項を記録し

て行うものとする。 

(1) 旅行年月日 

(2) 旅行時間 

(3) 旅行先及び旅行用務 

(4) 旅行経路 

(5) 旅費 

２ 前項の規定にかかわらず、システムにより難

い場合は、次に掲げる様式により行う。 

(1) 内国旅行の場合 別記第１号様式及び別記

第２号様式 

(2) 外国旅行の場合 別記第３号様式 

   附 則 

この規程は、令和３年１月１日から施行する。 

                    

◎江東区教育委員会訓令甲第６号 

教育委員会事務局 

区 立 小 学 校 

区 立 中 学 校 

区立義務教育学校 

区 立 幼 稚 園 

 江東区立学校職員服務取扱規程（平成１２年３

月江東区教育委員会訓令甲第１１号）の一部を次

のように改正する。 

  令和２年１２月２５日 

江東区教育委員会  

 第２条を次のように改める。 

（定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 職員 次に掲げる者をいう。 
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ア 江東区立幼稚園教育職員の勤務時間、休

日、休暇等に関する条例（平成１２年３月

江東区条例第４７号。以下「勤務時間条

例」という。）第２条に規定する職員（以

下「幼稚園教育職員」という。） 

イ 市町村立学校職員給与負担法（昭和２３

年法律第１３５号）第１条に規定する職員

（以下「県費負担教職員」という。） 

ウ 東京都から給料又は報酬を受けている会

計年度任用職員（ア及びイに規定する者を

除く。以下単に「会計年度任用職員」とい

う。） 

(2) システム 江東区学校教職員向け勤怠管理

システム（県費負担教職員の勤務状況等の管

理に関する事務の処理を電子計算組織によっ

て処理する情報処理システムをいう。）及び

江東区勤怠管理システム（幼稚園教育職員の

勤務状況等の管理に関する事務の処理を電子

計算組織によって処理する情報処理システム

をいう。）をいう。 

第７条を次のように改める。 

（出退勤の記録等） 

第７条 職員は、出退勤をするときは、職員証等

により、自ら所定の操作を行い、出退勤を記録

しなければならない。ただし、出勤簿(別記第

５号様式)により出勤等の記録の整理を行う対

象の職員(以下「出勤簿適用職員」という。)は、

定刻までに出勤したときは、自ら出勤簿に、あ

らかじめ届け出た印をもって押印しなければな

らない。 

第８条第１項中「休暇・職免等処理簿（別記第

６号様式）」を「システムに必要事項を記録する

こと」に改め、同項に次のただし書を加える。 

ただし、システムにより難い場合は、休暇・

職免等処理簿（別記第６号様式）により行うも

のとする。 

第８条第２項中「及び会計年度任用職員」を削

り、「休暇・職免等処理簿（別記第７号様式）」

を「システムに必要事項を記録すること」に改め、

同項に次のただし書を加える。 

ただし、システムにより難い場合は、休暇・

職免等処理簿（別記第７号様式）により行うも

のとする。 

 第８条に次の１項を加える。 

３ 会計年度任用職員についての第１項第２号に

掲げる申請は、休暇・職免等処理簿（別記第７

号様式）により行うものとする。 

 第９条の３の次に次の１条を加える。 

（パワー・ハラスメントの禁止） 

第９条の４ 職員は、職務に関する優越的な関係

を背景として行われる、業務上必要かつ相当な

範囲を超える言動であって、他の職員に精神的

又は身体的な苦痛を与え、当該職員の人格若し

くは尊厳を害し、又は当該職員の勤務環境を害

することとなるようなものを行ってはならない。 

第１２条第１項中「受け」の次に「、システム

に必要事項を記録し」を加え、同項に次のただし

書を加える。 

ただし、システムにより難い場合は、旅行命

令簿をもって命ずるものとする。 

第１２条第３項中「口頭又は出張復命書（別記

第８号様式）」を「システムに必要事項を記録す

ること」に改め、同項に次のただし書を加える。 

ただし、システムにより難い場合は、口頭又

は出張復命書（別記第８号様式）によりその要

旨を上司に報告しなければならない。 

第１５条中「休暇・職免等処理簿」を「システ

ムに必要事項を記録すること」に改め、同項に次

のただし書を加える。 

ただし、システムにより難い場合は、出勤後

直ちに休暇・職免等処理簿により届け出なけれ

ばならない。 

第１６条第１項中「休暇・職免等処理簿によ

り」を「システムに必要事項を記録することによ

り」に改め、同項ただし書中「休暇・職免等処理

簿」を「システムに必要事項を記録すること」に、

「届け出なければならない」を「届け出るものと

し、システムにより難い場合は休暇・職免等処理

簿により届け出なければならない」に改める。 

   附 則 

この規程は、令和３年１月１日から施行する。

ただし、第９条の３の次に１条を加える改正規定

は、公布の日から施行する。 

                    

◎江東区教育委員会訓令甲第７号 

教育委員会事務局 

区 立 小 学 校 

区 立 中 学 校 

区立義務教育学校 

区 立 幼 稚 園 

 江東区立学校職員出勤簿整理規程（平成１２年

３月江東区教育委員会訓令甲第１２号）の全部を

改正する。 

  令和２年１２月２５日 

江東区教育委員会  

江東区立学校職員出勤記録及び出勤簿整理
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規程 

（趣旨） 

第１条 この規程は、区立学校（江東区立学校設

置条例（昭和３６年３月江東区条例第６号）別

表に規定する小学校、中学校及び義務教育学校

並びに江東区立幼稚園設置条例（昭和４１年１

２月江東区条例第３０号）別表に規定する幼稚

園をいう。）に勤務する職員の出勤記録及び出

勤簿（江東区立学校職員服務取扱規程（平成１

２年３月江東区教育委員会訓令甲第１１号）第

７条に規定する出勤簿をいう。以下同じ。）の

整理に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 職員 次に掲げる者をいう。 

ア 江東区立幼稚園教育職員の勤務時間、休

日、休暇等に関する条例（平成１２年３月

江東区条例第４７号。以下「勤務時間条

例」という。）第２条に規定する職員（以

下「幼稚園教育職員」という。） 

イ 市町村立学校職員給与負担法（昭和２３

年法律第１３５号）第１条に規定する職員

（以下「県費負担教職員」という。） 

ウ 東京都から給料又は報酬を受けている会

計年度任用職員（ア及びイに規定する者を

除く。以下単に「会計年度任用職員」とい

う。） 

(2) システム 江東区学校教職員向け勤怠管理

システム（県費負担教職員の勤務状況等の管

理に関する事務の処理を電子計算組織によっ

て処理する情報処理システムをいう。）及び

江東区勤怠管理システム（幼稚園教育職員の

勤務状況等の管理に関する事務の処理を電子

計算組織によって処理する情報処理システム

をいう。）をいう。 

(3) 出勤記録 システムを利用して行う職員の

出勤、勤務の状況等に関する記録をいう。 

（整理の区分） 

第３条 職員の出勤、勤務の状況等に関する記録

の整理は、出勤記録により行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、教育委員会事務局

次長が出勤簿により出勤、勤務の状況等に関す

る記録の整理を行う必要があると認める職員

（以下「出勤簿適用職員」という。）の出勤、

勤務の状況等の記録の整理は、出勤簿により行

う。 

（整理保管者） 

第４条 出勤記録及び出勤簿の整理保管を行う者

（以下「整理保管者」という。）は、出勤記録

及び出勤簿適用職員の所属する区立学校の副校

長（副園長を含む。以下「副校長」という。）

とする。ただし、副校長が欠けた場合又は置か

れていない場合における整理保管者は、校長

（園長を含む。）があらかじめ指定する者とす

る。 

（出勤記録の確認） 

第５条 職員（出勤簿適用職員を除く。以下この

条において同じ。）は、自己の出勤記録を確認

し、出勤、勤務の状況等に関する事実と異なる

場合は、速やかにシステムにより修正しなけれ

ばならない。 

２ 整理保管者は、職員の出勤、勤務の状況等に

関する事実及び出勤記録を確認し、必要がある

と認める場合は、速やかに当該職員に出勤記録

をシステムにより修正させなければならない。 

（出勤簿に使用する印鑑） 

第６条 出勤簿の押印は、あらかじめ整理保管者

に届け出た印を使用し、朱又は類似の色をもっ

てしなければならない。 

（出勤簿の整理） 

第７条 整理保管者は、毎日出勤時限後、出勤簿

を点検し、押印のないものについては、別表第

１及び別表第２に定める区分に従い、相当の表

示をしなければならない。 

２ 整理保管者は、前項の表示をするときは、別

表第１に定める表示については赤又は類似の色

を、別表第２に定める表示については黒又は類

似の色を用いなければならない。ただし、整理

保管者が出勤簿整理上必要とするときは、他の

色を用いることができる。 

３ 整理保管者は、忘印のため押印することがで

きない出勤簿適用職員については、届出により

当日以後に押印させることができる。 

４ 出勤簿適用職員は、出勤簿整理のため必要と

する事項を、別に定めるものを除くほか、書面

等をもって速やかに整理保管者に報告しなけれ

ばならない。 

５ 整理保管者は、出勤簿適用職員に対し、出勤

簿の整理上必要な書類を提出させることができ

る。 

（検査） 

第８条 教育委員会事務局次長は、必要があると

認めるときは、整理保管者に出勤記録若しくは

出勤簿の提出を求め、又は出勤状況の報告を求

めることができる。 
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（その他） 

第９条 この規程の施行について必要な事項は、

別に定める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、令和３年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規程の施行の日以前においてすでに従前

の表示区分により表示されているものは、この

規程に定める表示区分により表示されたものと

みなす。 

別表第１（第７条関係） 

事由 表示 

１ 週休日又は休日の出勤 

 
２ 出張 

 
３ 地方公務員法第３９条又は教育

公務員特例法（昭和２４年法律第

１号）第２２条から第２４条まで

の規定に基づく研修 

 

４ 地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２５２条の１７第１項

の規定による他の地方公共団体へ

の派遣、外国の地方公共団体の機

関等に派遣される職員の処遇等に

関する条例（昭和６３年東京都条

例第１２号）第２条第１項の規定

による外国の地方公共団体の機関

等への派遣若しくは外国の地方公

共団体の機関等に派遣される職員

の処遇等に関する条例（昭和６３

年７月江東区条例第２１号）第２

条第１項の規定による外国の地方

公共団体の機関等への派遣又は公

益的法人等への一般職の地方公務

員の派遣等に関する法律（平成１

２年法律第５０号）第２条第１項

の規定による公益的法人等への派

遣 

 

別表第２（第７条関係） 

事由 表示 

１ 週休日 
 

２ 週休日の変更（県費負担教職員

のみ。）  

３ 週休日の振替（幼稚園教育職員

のみ。）  

４ 超勤代休時間（県費負担教職員

のみ。）  

５ 休日 
 

６ 休日の代休日 
 

７ 年次有給休暇   

ア １日単位 
 

イ 半日単位（県費負担教職員の

み。出勤時間後に与えたとき

は、押印又は他の表示の上に

表示すること。） 

 

ウ 時間単位（出勤時間後に与え

たときは、押印又は他の表示

の上に表示すること。） 

 

８ 病気休暇 
 

９ 公民権行使等休暇 
 

１０ 妊娠出産休暇 
 

１１ 早期流産休暇 
 

１２ 妊娠症状対応休暇 
 

１３ 母子保健検診休暇 
 

１４ 妊婦通勤時間 
 

１５ 育児時間 
 

１６ 出産支援休暇   

ア １日単位 
 

イ 時間単位（県費負担教職員の

み。出勤時間後に与えたとき

は、押印又は他の表示の上に

表示すること。） 

 

１７ 育児参加休暇   

ア １日単位 
 

イ 時間単位（県費負担教職員の

み。出勤時間後に与えたとき

は、押印又は他の表示の上に

表示すること。） 

 

１８ 子どもの看護休暇（県費負担

教職員のみ。） 

  

ア １日単位 
 

イ 時間単位（出勤時間後に与え

たときは、押印又は他の表示

の上に表示すること。） 

 

１９ 子の看護のための休暇（幼稚

園教育職員のみ。）  

２０ 生理休暇 
 

２１ 慶弔休暇 
 

２２ 災害休暇 
 

２３ 夏季休暇 
 

２４ 長期勤続休暇（県費負担教職

員のみ。）  



令和 2 年 1 月 15 日（水曜日）     江 東 区 公 報            （第 863 号） 

 

 

 

43 

２５ リフレッシュ休暇（幼稚園教

育職員のみ。）  

２６ ボランティア休暇   

ア １日単位 
 

イ 時間単位（県費負担教職員の

み。出勤時間後に与えたとき

は、押印又は他の表示の上に

表示すること。） 

 

２７ 短期の介護休暇 
 

２８ 介護休暇 
 

２９ 介護時間 
 

３０ 職務に専念する義務の免除

（３１に該当する場合を除く。）  

３１ 勤務の軽減措置による職務に

専念する義務の免除  

３２ 育児休業 
 

３３ 部分休業 
 

３４ 大学院修学休業 
 

３５ 配偶者同行休業 
 

３６ 休職 
 

３７ 停職 
 

３８ 地方公務員法第５５条の２第

１項ただし書の規定による職員団

体等の業務従事 

 

３９ 教育公務員特例法第１４条の

規定（公立の学校の事務職員の休

職の特例に関する法律（昭和３２

年法律第１１７号）により準用す

る場合を含む。）による休職 

 

４０ 公務上の傷病 
 

４１ 通勤途上の傷病 
 

４２ 事故欠勤 
 

４３ 私事欠勤（４４、４５又は４

６に該当する場合を除く。）  

４４ 遅参 
 

４５ 早退（押印又は他の表示の上

に表示すること。）  

４６ 無届欠勤 
 

４７ 傷病欠勤 
 

４８ 介護欠勤 
 

４９ 勤務を割り振られない日 
 

                    

◎江東区教育委員会訓令甲第８号 

教育委員会事務局 

区 立 小 学 校 

区 立 中 学 校 

区立義務教育学校 

区 立 幼 稚 園 

 江東区立学校職員の職務に専念する義務の免除

に関する事務取扱規程（平成１２年３月江東区教

育委員会訓令甲第８号）の一部を次のように改正

する。 

  令和２年１２月２５日 

江東区教育委員会  

 第２条を次のように改める。 

（定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 職員 次に掲げる者をいう。 

ア 江東区立幼稚園教育職員の勤務時間、休

日、休暇等に関する条例 （平成１２年３

月江東区条例第４７号。以下「勤務時間条

例」という。）第２条に規定する職員（以

下「幼稚園教育職員」という。） 

イ 市町村立学校職員給与負担法（昭和２３

年法律第１３５号）第１条に規定する職員

（以下「県費負担教職員」という。） 

ウ 東京都から給料又は報酬を受けている会

計年度任用職員（ア及びイに規定する者を

除く。） 

(2) システム 江東区学校教職員向け勤怠管理

システム（県費負担教職員の勤務状況等の管

理に関する事務の処理を電子計算組織によっ

て処理する情報処理システムをいう。）及び

江東区勤怠管理システム（幼稚園教育職員の

勤務状況等の管理に関する事務の処理を電子

計算組織によって処理する情報処理システム

をいう。）をいう。 

 第４条第１項を次のように改める。 

専念義務免除の承認を受けようとする職員は、

あらかじめ前条に規定する承認権者にシステム

に必要事項を記録することにより届け出なけれ

ばならない。ただし、システムにより難い場合

は、江東区立学校職員服務取扱規程（平成１２

年３月江東区教育委員会訓令甲第１１号）第８

条に規定する休暇・職免等処理簿により申請す

るものとする。 

   附 則 

この規程は、令和３年１月１日から施行する。 
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告 示 

 

◎江東区告示第３４４号 

   開発行為に関する工事の完了公告 

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２

９条の規定に基づき許可した下記の開発行為に関

する工事は完了した。 

令和２年１２月７日 

江東区長  山 﨑 孝 明 

記 

１ 開発区域

又は工区に

含まれる地

域の名称 

江東区大島二丁目１１６番３、同

番５、同番６の一部のうち、第１

工区部分 

２ 許可を受

けた者の住

所・氏名 

東京都千代田区大手町一丁目９番

２号 

三菱地所レジデンス株式会社 

代表取締役社長 宮島 正治 

東京都新宿区西新宿一丁目２６番

２号 

野村不動産株式会社 

代表取締役社長 宮嶋 誠一 

東京都千代田区九段南三丁目３番

６号 

大林新星和不動産株式会社 

代表取締役社長 蛭間 基夫 

                    

◎江東区告示第３４６号 

 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４

２条第１項第５号の規定に基づく道路について、

下記のとおり指定をした。 

 なお、関係図面は、本区都市整備部建築課にお

いて縦覧に供する。 

令和２年１２月１１日 

江東区長  山 﨑 孝 明 

記 

１ 指定に係る道路の種類 

法第４２条第１項第５号の規定による道路 

２ 指定の年月日 

令和２年１２月１１日 

３ 指定に係る道路の位置 

江東区有明三丁目１番１０ 

４ 指定に係る道路の延長及び幅員 

延長１４８．４０ｍ 幅員４０～４１ｍ 

５ 備考 

辺長の変更 ５６．６２ｍ→５６．６１ｍ 

  隅切り位置の変更 １０．００ｍ→９．９８

ｍ 

                    

◎江東区告示第３４８号 

 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４

２条第１項第５号の規定に基づく道路について、

下記のとおり指定取消しをした。 

 なお、関係図面は、本区都市整備部建築課にお

いて縦覧に供する。 

令和２年１２月１４日 

江東区長  山 﨑 孝 明 

記 

１ 指定に係る道路の種類 

法第４２条第１項第５号の規定による道路 

２ 指定の年月日 

令和２年１２月１４日 

３ 指定に係る道路の位置 

江東区東陽三丁目１１番１６，１１番１８ 

４ 指定に係る道路の延長及び幅員 

取消し 延長２１．７２ｍ 幅員４．００ｍ 

                    

◎江東区告示第３４９号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４

４条の２第３項の規定に基づき、児童館の指定管

理者を次のように指定したので告示する。 

令和２年１２月１４日 

江東区長  山 﨑 孝 明 

記 

１ 江東区平野児童館 

  指定管理者 東京都豊島区東池袋一丁目４４

番３号池袋ＩＳＰタマビル 

特定非営利活動法人ワーカー

ズコープ 

代表理事 田嶋 羊子 

  指定の期間 令和３年４月１日から令和８年

３月３１日まで 

２ 江東区東雲児童館 

  指定管理者 東京都新宿区西早稲田二丁目３

番１８号日本キリスト教会館６

階 

公益財団法人東京ＹＭＣＡ 

代表理事 菅谷 淳 

  指定の期間 令和３年４月１日から令和８年

３月３１日まで 

３ 江東区小名木川児童館 

  指定管理者 神奈川県横浜市中区桜木町一丁

目１番地グランビュービル５階 

        株式会社マミー・インターナ 

ショナル 

代表取締役 伊藤 勝康 
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  指定の期間 令和３年４月１日から令和８年

３月３１日まで 

                    

◎江東区告示第３５０号 

 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４

２条第１項第５号の規定に基づく道路について、

下記のとおり指定をした。 

 なお、関係図面は、本区都市整備部建築課にお

いて縦覧に供する。 

令和２年１２月１４日 

江東区長  山 﨑 孝 明 

記 

１ 指定に係る道路の種類 

法第４２条第１項第５号の規定による道路 

２ 指定の年月日 

令和２年１２月１４日 

３ 指定に係る道路の位置 

江東区有明三丁目１番１２ 

４ 指定に係る道路の延長及び幅員 

延長３４９．８２ｍ 幅員 ４０ｍ 

５ 備考 

  隅切り位置の変更 １２．００ｍ→１１．９

９ｍ 

  他１２カ所辺長の変更 

                    

◎江東区告示第３５１号 

 令和２年１２月１５日、江東区議会の議決を経

た、令和２年度補正予算を地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第２１９条第２項の規定に基づ

き、次のとおり公表する。 

令和２年１２月１４日 

江東区長  山 﨑 孝 明 

記 

１ 令和２年度江東区一般会計補正予算（第６

号） 
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令和２年度江東区一般会計補正予算（第６号） 

令和２年度江東区一般会計補正予算（第６号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ 2,662,000 千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳

入歳出それぞれ 282,314,000 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

「第１表歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使

用できる経費は、「第２表繰越明許費」による。 

（債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の追加は、「第３表債務負担行為補正」による。 
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第１表 歳入歳出予算補正 

歳入 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

14 国 庫 支 出 金 

千円 

93,315,233 

千円 

384,653 

千円 

93,699,886 

 2 国 庫 補 助 金 58,434,116 384,653 58,818,769 

15 都 支 出 金 19,071,821 541,474 19,613,295 

 2 都 補 助 金 8,056,173 541,474 8,597,647 

18 繰 入 金 24,010,742 1,735,873 25,746,615 

 1 基 金 繰 入 金 24,010,742 1,735,873 25,746,615 

歳 入 合 計 279,652,000 2,662,000 282,314,000 

 

歳出 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

3 民 生 費 

千円 

104,561,618 

千円 

485,395 

千円 

105,047,013 

 

1 社 会 福 祉 費 19,485,086 185,895 19,670,981 

2 高 齢 者 福 祉 費 5,504,677 299,500 5,804,177 

4 衛 生 費 16,391,758 382,258 16,774,016 

 3 公 衆 衛 生 費 4,935,412 382,258 5,317,670 

7 教 育 費 37,184,498 1,794,347 38,978,845 

 

2 小 学 校 費 12,544,705 1,161,492 13,706,197 

3 中 学 校 費 7,959,682 632,855 8,592,537 

歳 出 合 計 279,652,000 2,662,000 282,314,000 
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第２表 繰越明許費 

款 項 事 業 名  金 額 

 

7 

 

教 育 費 

 

 

千円 

1,650,912 

 

2 小 学 校 費 小学校教育情報化推進事業 1,084,885 

 3 中 学 校 費 中学校教育情報化推進事業 566,027 

合             計 1,650,912 

 

第３表 債務負担行為補正 

追加 

事 項 名 期 間 限 度 額 

  千円 

小学校教育情報化推進事業 

（タブレット端末賃貸借） 

令和３年度 

～ 

令和７年度 

686,750 

中学校教育情報化推進事業 

（タブレット端末賃貸借） 

令和３年度 

～ 

令和７年度 

240,855 

 

                    

◎江東区告示第３５３号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４

４条の２第３項の規定に基づき、子ども家庭支援

センターの指定管理者を次のように指定したので

告示する。 

令和２年１２月１７日 

江東区長  山 﨑 孝 明 

記 

１ 江東区深川北子ども家庭支援センター 

  指定管理者 東京都世田谷区上北沢三丁目８

番１９号 

社会福祉法人雲柱社 

理事長 服部 榮 

  指定の期間 令和３年４月１日から令和８年

３月３１日まで 

２ 江東区豊洲子ども家庭支援センター 

  指定管理者 東京都町田市藤の台一丁目１番

５６号 

社会福祉法人景行会 

理事長 齋藤 彰平 

  指定の期間 令和３年４月１日から令和８年

３月３１日まで 

３ 江東区東陽子ども家庭支援センター 

  指定管理者 東京都世田谷区上北沢三丁目８

番１９号 

社会福祉法人雲柱社 

理事長 服部 榮 

  指定の期間 令和３年４月１日から令和８年

３月３１日まで 

４ 江東区大島子ども家庭支援センター 

  指定管理者 東京都世田谷区上北沢三丁目８

番１９号 

社会福祉法人雲柱社 
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理事長 服部 榮 

  指定の期間 令和３年４月１日から令和８年 

３月３１日まで 

５ 江東区南砂子ども家庭支援センター 

  指定管理者 東京都世田谷区上北沢三丁目８

番１９号 

社会福祉法人雲柱社 

理事長 服部 榮 

  指定の期間 令和３年４月１日から令和８年

３月３１日まで 

                    

◎江東区告示第３５４号 

 下記の許可貸与した自動車臨時運行許可番号標

は、回収不能となったため、これを無効とする。 

令和２年１２月１７日 

江東区長  山 﨑 孝 明 

記 

足立 ６３－９７ 江東 

                    

◎江東区告示第３５５号 

 江東区自転車の放置防止及び自転車駐車場の整

備に関する条例（昭和６０年１０月江東区条例第

２８号）第１５条第２項及び第２３条第２項の規

定により保管した自転車で利用者等の確認ができ

ないものについて、別紙のとおり告示する。 

 なお、この告示のときから１か月を経過しても

当該自転車を返還することができない場合は、同

条例第１５条第３項及び第２３条第３項の規定に

より、当該自転車を処分する。 

令和２年１２月１７日 

江東区長  山 﨑 孝 明 

〔別紙省略〕 

                    

◎江東区告示第３５８号 

行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律施行規則に基づく地方

税関係手続に係る個人番号利用事務実施者が適当

と認める書類等を定める件（平成２７年告示第５

３３号）の全部を次のように改正する。 

令和２年１２月１８日 

江東区長  山 﨑 孝 明 

   行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律施行規則に

基づく地方税関係手続に係る個人番号利用

事務実施者が適当と認める書類等を定める

件 

行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律施行規則（平成２６年

内閣府・総務省令第３号。以下「規則」とい

う。）に基づき、地方税法（昭和２５年法律第２

２６号）その他の地方税に関する法律及びこれら

の法律に基づく条例による地方税の賦課徴収又は

地方税に関する調査（犯則事件の調査を含む。）

に関する手続（以下「地方税関係手続」とい

う。）に係る個人番号利用事務実施者（行政手続

における特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律（平成２５年法律第２７号。以下

「法」という。）第２条第１２項に規定する個人

番号利用事務実施者をいう。以下同じ。）が適当

と認める書類、財務大臣等（規則第２条第４項に

規定する財務大臣等をいう。）が適当と認める事

項等、個人番号利用事務実施者が適当と認める事

項、個人番号利用事務実施者が認める場合及び個

人番号利用事務実施者が適当と認める方法（以下

「個人番号利用事務実施者が適当と認める書類

等」という。）を、以下のとおり定め、令和３年

１月１日から適用する。 

記 

別表第１欄に掲げる規定の同第２欄に掲げる内

容に関して、個人番号利用事務実施者が適当と認

める書類等を同第３欄に掲げるとおり定める。 
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別表 
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◎江東区告示第３５９号 

 令和２年１２月２１日、江東区議会の議決を経

た、令和２年度補正予算を地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第２１９条第２項の規定に基づ

き、次のとおり公表する。 

令和２年１２月２１日 

江東区長  山 﨑 孝 明 

記 

１ 令和２年度江東区一般会計補正予算（第７

号） 
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令和２年度江東区一般会計補正予算（第７号） 

令和２年度江東区一般会計補正予算（第７号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ 287,000 千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入

歳出それぞれ 282,601,000 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

「別表歳入歳出予算補正」による。 
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別表 歳入歳出予算補正 

歳入 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

14 国 庫 支 出 金 

千円 

93,699,886 

千円 

287,000 

千円 

93,986,886 

 2 国 庫 補 助 金 58,818,769 287,000 59,105,769 

歳 入 合 計 282,314,000 287,000 282,601,000 

 

歳出 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

3 民 生 費 

千円 

105,047,013 

千円 

287,000 

千円 

105,334,013 

 3 児 童 福 祉 費 58,167,696 287,000 58,454,696 

歳 出 合 計 282,314,000 287,000 282,601,000 

                    

◎江東区告示第３６３号 

 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第

３４条の規定による実態調査の結果、居住の事実

が認められず、職権により住民票を消除した別紙

のものについては、職権消除記載等通知を送付す

る住所及び居所が明らかでないため、送付不能に

つき住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第２

９２号）第１２条第４項の規定に基づき告示する。 

令和２年１２月２３日 

江東区長  山 﨑 孝 明 

〔別紙省略〕 
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告 示 （ 教 ） 

 

◎江東区教育委員会告示第２６号 

 下記により、令和２年第１２回江東区教育委員

会定例会を招集する。 

  令和２年１２月２２日 

江東区教育委員会         

教育長  本多 健一朗  

記 

 １ 日時  令和２年１２月２５日（金） 

 午前１０時 

 ２ 場所  教科書センター（江東区教育セン

ター内） 

３ 議題 

   日程第１  議案第５５号 江東区立幼稚

園教育職員の

勤務時間、休

日、休暇等に

関する条例施

行規則の一部

を改正する規

則 

   日程第２  議案第５６号 江東区立幼稚

園教育職員の

給与に関する

条例施行規則

の一部を改正

する規則 

   日程第３  議案第５７号 江東区立幼稚

園教育職員の

旅費支給規程

の一部改正 

   日程第４  議案第５８号 江東区立学校

職員服務取扱

規程の一部改

正 

   日程第５  議案第５９号 江東区立学校

職員出勤簿整

理規程の全部

改正 

   日程第６  議案第６０号 江東区立学校

職員の職務に

専念する義務

の免除に関す

る事務取扱規

程の一部改正 

   日程第７  議案第６１号 江東区立学校

の管理運営に

関する規則の

一部を改正す

る規則 

   日程第８  議案第６２号 江東区文化財

の指定解除 

４ 報告事項 

(1) 新型コロナウイルス感染症の対応につい

て ほか 

 ５ 協議事項 

  (1) 江東区立学校感染症予防ガイドラインに

ついて 
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告 示 （ 選 ） 

 

◎江東区選挙管理委員会告示第７号 

 江東区選挙執行規程（平成１９年１月江東区選

挙管理委員会告示第３号）の一部を次のように改

正する。 

令和２年１２月２２日 

        江東区選挙管理委員会 

 目次中 

「第２４章 その他の選挙及び投票 

  第１節 海区漁業調整委員会委員選挙（第 

１１３条―第１１５条） 

  第２節 解散、解職の請求 

   第１款 地方自治法による解散及び解職 

の投票（第１１６条―第１１８条） 

   第２款 海区漁業調整委員会委員の解職 

の投票（第１１９条） 

  第３節 住民投票（第１２０条） 

  第４節 最高裁判所裁判官国民審査（第１ 

２１条） 

 第２５章 補則（第１２２条）      」 

を 

「第２４章 その他の選挙及び投票 

  第１節 地方自治法による解散及び解職の 

投票（第１１３条―第１１５条） 

  第２節 住民投票（第１１６条） 

  第３節 最高裁判所裁判官国民審査（第１ 

１７条） 

 第２５章 補則（第１１８条）      」 

に改める。 

 第４条を次のように改める。 

（公印の名称、寸法、ひな形等） 

第４条 公印の名称、番号、書体、寸法、用途、

管守者及びひな形は、別記第１号様式による。 

 第２４章第１節を削る。 

 第２４章第２節第１款中第１１６条を第１１３

条とし、第１１７条を第１１４条とし、第１１８

条を第１１５条とする。 

 第２４章第２節第２款中第１１９条を削る。 

 第２４章第２節第１款及び第２款の款名を削り、

同節の節名を次のように改め、同節を同章第１節

とする。 

    第１節 地方自治法による解散及び解職

の投票 

第２４章第３節中第１２０条を第１１６条とし、

同章第３節を同章第２節とする。 

第２４章第４節中第１２１条を第１１７条とし、

同章第４節を同章第３節とする。 

第２５章中第１２２条を第１１８条とする。 

別記第１号様式を次のように改める。 
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別記第１号様式（第４条関係） 

附 則 

この規程は、令和３年４月１日から施行する。 
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区 議 会 

 
◎区議会議決事項（令和２年第４回定例会） 

１１月２６日から開会した令和２年第４回江東

区議会定例会において、別記の事項を議決した。 

１ 議案（区長提出） 

  議案第１１０号 令和２年度江東区一般会計

補正予算（第６号） 

  議案第１１１号 地方税法等の一部を改正す

る法律の施行に伴う関係条

例の整理に関する条例 

  議案第１１２号 江東区児童館条例の一部を

改正する条例 

  議案第１１３号 江東区特定教育・保育施設

及び特定地域型保育事業の

運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例 

  議案第１１４号 江東区家庭的保育事業等の

設備及び運営に関する基準

を定める条例の一部を改正

する条例 

  議案第１１５号 江東区自転車の放置防止及

び自転車駐車場の整備に関

する条例の一部を改正する

条例 

  議案第１１６号 江東区指定居宅介護支援等

の事業の人員及び運

営の基準に関する条

例の一部を改正する

条例 

  （以上１２月１５日原案可決） 

  議案第１２０号 令和２年度江東区一般会計

補正予算（第７号） 

（以上１２月２１日原案可決） 

２ 議案（議員提出） 

  議員提出議案第９号 不妊治療への保険適用

の拡大を求める意見書 

  議員提出議案第１０号 住まいと暮らしの安

心を確保する居住支

援の強化を求める意

見書 

  議員提出議案第１１号 犯罪被害者支援の充

実を求める意見書 

  議員提出議案第１２号 東京２０２０オリン

ピック・パラリンピ

ック競技大会の開催

と成功に関する決議 

  （以上１２月１５日原案可決） 

３ 請願・陳情 

  ２陳情第５３号 医療的ケアの必要な障害者

の短期入所施設の整備・拡

充と利用相談の充実を求め

る陳情 

（以上１２月１５日採択） 

  ２陳情第５１号 江東区施設使用料の値上げ

中止を求める陳情 

  ２陳情第５５号 江東区の施設使用料の値下

げを求める陳情 

  ２陳情第５６号 江東区施設使用料の値下げ

を求める陳情 

  ２陳情第５９号 江東区の公共施設使用料の

２０２１年４月からの２割

値上げに対し、元の使用料

に戻すことを求める陳情 

  ２陳情第６０号 江東区の全公共施設使用料

を２０２１年４月から、２

割値上げ前の料金に引き下

げることを求める陳情 

  ２陳情第６１号 施設使用料値下げに関する

陳情 

（以上１２月１５日不採択） 

 


